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新都市社会技術融合創造研究会 
平成１８年度 事業報告 

 
１．設立目的 
社会資本の整備、維持・管理に関わる産・学・官の連携・協力による新しい技術の研究・

普及等に関する事業を行い、もって都市再生と地域連携による経済活力の回復に貢献し、

国民生活の質の向上、安全で安心できる暮らしの確保、環境の保全・創造に寄与すること

を目的として、新都市社会技術融合創造研究会（以下「研究会」という）を設立した。 
 
２．平成 18年度活動概要 
・H18 年度は、委員会２回、ＷＧ１回の開催に加え、当研究会主催において、「第４回
新都市社会技術セミナー」を開催した。 
・セミナーにおいては、当研究会委員長、副委員長による『鼎談』の他、各プロジェク

トチームでの研究成果が発表された。また、京都大学経営管理大学院長 吉田教授より、
当研究会の取組み等に対して講評を頂いた。産学官の各方面から計 313名の参加があ
り、参加者からアンケートを実施した。参加人数に関しては、過去最高を記録した。 

 
３．委員会（平成 18年度） 

委 員 名  
委員長 京都大学大学院 工学研究科教授 大西 有三 
副委員長 （社）日本道路建設業協会関西支部 支部長 樋口 一義 
副委員長 京都大学大学院 工学研究科教授 小林  潔司 
副委員長 国土交通省 近畿地方整備局 道路部長 藤森  祥弘 
委  員 （社）日本道路建設業協会関西支部 幹事長 喜

き

綿
わた

  洋二 
委  員 （社）日本土木工業協会関西支部 副支部長 齊藤  久克 

委  員 （社）建設コンサルタンツ協会近畿支部 技術部会長 江南 富士夫 
委  員 京都大学大学院 工学研究科教授 家村  浩和 
委  員 京都大学大学院 工学研究科教授 宮川  豊章 
委  員 京都大学大学院 工学研究科教授 谷口  栄一 
委  員 大阪市立大学大学院 工学研究科教授 山田   優 
委  員 国土交通省 近畿地方整備局 道路調査官 山田  哲也 
委  員 国土交通省 近畿地方整備局 近畿技術事務所長  山本    剛 

事務局 国土交通省 近畿地方整備局 道路工事課 
（財）道路保全技術センター 近畿支部 
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４．プロジェクトチーム設立状況（H18年度） 

プロジェクトチーム ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 研究期間 

「透水性舗装の現状把握及びそれの各種都市環境への影

響評価手法の確立」 
大西有三 H14～H18

「既設構造物の延命化技術に関する研究」  宮川豊章 H14～H18

「橋梁のコスト縮減の構造に関する研究会」 家村浩和 H15～H18

「排水性舗装混合物のリサイクル技術研究」 山田 優 H16～H19

「道路トンネルの健全性評価に関する研究」 大西有三 H16～H19
「ＩＴＳを活用した道路交通ネットワークの調査・評価手

法に関する研究」 谷口栄一 H18～H19 

「ＩＴＳを活用したまちづくりのための交通マネジメン

トに関する研究」 谷口栄一 H18～H19

「積雪寒冷地における舗装耐久性向上及び補修に関する

研究」 小林潔司 H18～H21

「鋼橋の疲労亀裂進展シミュレーション手法の開発とそ

の維持管理への応用に関する研究」 坂野昌弘 H18～H21

「道路防災モニタリングネットワークシステムの構築に

関する研究」 西山 哲  H18～H20

「景観性に優れたアーチカルバートを用いた盛土構造に

関する研究」 岸田 潔 H18～H21

 
 平成18年度を以て、『透水性舗装の現状把握及びそれの各種都市環境への評価手法の
確立』『既設構造物の延命化技術に関する研究』『橋梁のコスト縮減構造に関する研

究』の３プロジェクトチームが研究を終了した。 
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５．研究会活動 
平成18年度は2回の委員会（第11回、第12回）とＷＧ（第2回）、セミナー（第4回）を

実施した。 

 

 

 

 

 （平成18年9月12日） 

 

 

 

 

 

 （平成18年12月15日） 

 

 

 

 

 

 （平成19月1月12日） 

 

 

 

 

 （平成19年2月27日） 

 

 

 

 

新都市社会技術融合創造研究会 
第 11回委員会 

・新任委員の紹介 
・平成17年度事業報告 
・平成18年度事業計画 
(セミナー開催、委員会スケジュール等) 

・プロジェクトの活動報告 
・WGの活動報告 

・プロジェクトの設立状況
・意見交換 
 （ニ－ズ・シ－ズの発掘） 

第 4回新都市社会技術セミナー ・鼎談：（学）大西委員長
    （産）樋口副委員長 
    （官）藤森副委員長 
「品確法時代を迎えた産官学連
携を考える」 

・各プロジェクトからの研究報告 
・講評：京都大学 吉田教授 

新都市社会技術融合創造研究会 
第 2回WG 

新都市社会技術融合創造研究会 
第 12回委員会 

・新任委員の紹介 
・プロジェクトの設立承認 
・セミナーのスケジュ－ル確認 
・新リーフレットの承認 
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６．広報活動 
 
(1)記者発表及び新聞掲載 
第 11回、第 12回委員会終了後、記者発表を行い、研究会及び、プロジェクトチー
ムの活動状況について報告を行い、後日の新聞に記事が掲載される。（次頁以降掲載） 

 
(2)リーフレット，ホームページ作成 
研究会の活動目的、状況、各プロジェクトチームの紹介などを広報するための、リ

ーフレットの作成（5000 部）を行った。併せて、近畿地方整備局内の当研究会 HP
についてもリニューアルを行った。 
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■第11回委員会 

 
 
 

日刊建設工業新聞 平成 18 年 9 月 14
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建通新聞 平成 18年9月 14日

建設通信新聞 平成 18年 9月 15日
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■第12回委員会 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 18年 12月 19日 建設通信新聞
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平成18年12月19日 
 日刊建設工業新聞 
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平成 18年 12月 19日 建通新聞


